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平成30年度決に係る財務類について

1 公会a 改革の目的

地方公共団体の公会計は、現金主義・単式簿記といって、一年間の現金収入と

支出を明らかにすることを目的としています。

しかし、この方法では、民間企業のようにどれだけの資産や負債を持っている

のかといったストックの状況や現金以外の要素を考慮した実質的なコストや収益

といった経営成績がわかのません

このような課題を補完するために、平成20年度決算以降、企業会計(発生主義・

複式簿記)を参考にした財務書類の作成が国から要請されておの、平成28年度

決算からは、国が定める統一的恋基準に沿って財務書類の作成を行うこととされ

ています。

長崎市においても、統一的恋基準による財務書類を作成・分析することにより、

市民のみなさまに財政状況をわかりやすく公表するよう努めていきます。



2 作成する財務類の概要

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の4種類の

財務書類を、一般会計等、地方公共団体の全体、外郭団体等を含めた連結の3つの区

分で作成します。

作成する財務類(4表)

借対照表

十歳計外現金残高

資金収支計

純資産

支出

金増減額
+

期首'金残高

广一ーー点耒、歳1十巍残言一ーー

行政コスト計

経常収益

純経常行政コスト
土

臨時損失・臨時利益

L:ニ:ニ:1ξ任啄三弐1:ニ:ニ:ニ

^^^^^^^^^^^^^

財務4表の連結

・一般会計等(普通会計なだ)

公営企業6会計
上下水道、観光施設事業など

その他公営事業4会計
国民健康保険事業、介護保険事業など

長崎市

・広域連合・一部事務組合2団体
長崎県後期高齢者医療広域連合
長崎県市町村総合事務組合

第三セクター等10団体

【一財)長崎市野母崎振興公社

幅}長崎市社会福祉事業団
長崎つきまち(株)
【一財}長崎市勤労者サービスセンター

1一財)長崎口ープウェイ・7k族館

(株)長崎高島水産センター

(一財)長崎市地産地消振興公社
(公財)長崎市スボーツ協会
(一財)クリーンながさき
(地独)長崎市立病院機構

純産変動計

^^^^^^^^^^^^^^^^^

^^^^^^^^^^^^^^^^^^

I t
税収等(一般財源)、補助金等

産評価替え等による変動額

'ー'ー'而茉寵'一産残禽一'ー'-1

0

^^^^^^●^^^■^^^^^●^
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3

( 1 )

^ 会計等の財務4表

借対照表

資産や負債をどれだけ有しているかといったストック(残高)面から財政状況を
表したものです。

また、資産を取得するためにどのような財源(負債・純資産)で賄ってきたかを
みることができます。

産の
1 固定'産
(1)有形固定'産

ア事業用'産
インフラ'産イ

物品ウ

(2)無形固定'産
(3)投'その他の'産

及び出'金ア

84?,119損失引当金イ

長期延滞債権ウ 1 471,585

長期貸付金 13,970,918

オ金 34 弱4,862

2 258,2朋力その他
93,350キ徴収不能引当金

2 流動産

"゛ーぞ_。_ニニニニニニニニニご二
τ2「'深吸崟一ーーーーーーーーー詔f:-2扇
(3)金 21,787,231

(4)その他 2,938,051

(5)徴収不能引当金 49,793

資産から負債を差し引いたものが純資産(現在までの世代が負担した部分)

なの、全体として、約5241億円となってい談す。

フ79,708,646 1 固定負債
67フ,061,717 (1)地方債
329,669,561 ( 2 )長期未払金
343,273,139 (3 )退職手当引当金
4,119,017 (4 )損失補等引当金
603,733 (5)その他

102,043,196

50,723,012 2

286,624,514

Point!

の

産合計

負債
翌年度予定地方債
未払金

与等引当金
4)預り金

平成30年度決算における固定資産は約7797億円となっており、そのうち

土地や建物などの形で保有する「有形固定資産」は約6771億円、他団体への

出資金や特定目的のための基金などの「投資その他の資産」が約1ρ20億円です

市税や保育料恋どにかかる長期延滞債権や未収金のうちの一部について、過去

5年間の不納欠損の実績により回収不能見込額として徴収不能引当金を約1億円
計上しています

31,002,082 負債合計

261,921,420

?41,098,166

144,085

17,065,310

37,422

3,576,437

ゞ純蓙吾・'肝"ー'ー'ー'ー'ー'ー'了'f4え三67力4.
810,710,728 負蚕萇一が寵屋合励・'ー'ー'ー'ー'了'血716:'f28

負債合計は約2866億円となっており、そのうち地方債が約2,618億円と大き

な割合を占めていますが、地方債残高のうち約1,421億円は地方交付税で措置さ

れる見込みです。

また、全職員が平成30年度末に普通退臓したと想定した場合の要支給額を

退臓手当引当金として約171億円計上しています

の

24,703,四4
20,747,839

57,599

1,フ70,136

2,127,520

流
)
)
)

1
 
2
 
3



(2)行政コスト計算

行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結ぴつか恋い行政サービ
スに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料恋どの
財源(受益者負担)を対比させたものです。

この2つの差が純行政コストとなのますが、これは受益者負担以外の市税等で賄わ
なけれぱならないコストを表しています。

用(
1 人にかかるコスト

(1)職員給与費
(2)与等引当金繰入額
(3)その他

物にかかるコスト
(1)物件費
(2)維持補修費
(3)減価却費

3 移転支出的なコスト
(1)社会保障給付
(2)補助金等
(3)他会計等への支出額
(4)その他

(単位:千円)

4 その他のコスト

(1)支払利息
(2)その他行政コスト

24,358,826

20,329,586

1,フ70,136

2,259,104

経常費用合計

41,983,653

19,8乃,071

1,166,196

20,944,開6

使用料・手数料
その他

経常収益合計

収 D

臨時収益合計 398,998

1二:ニ:麺斐重3、ぢ区:回,玉三CΣ:ニ:ニ:二ξ工β,邑IC0三、

Point!

ア人件費や物件費といった現金支出のほか、有形固定資産にかかる減価償
却費や賞与引当金繰入額といった非現金支出も経常費用に含んでいます。

減価償却費は約209億円で、物にかかるコストの約半分を占めており、
過去に多くの資産を整備してきたことがわかります

イ移転支出的なコストは4つのコスト区分の中で最も割合が大きく、経常
費用全体の約61%を占めています。

その内訳は生活保護費や障害福祉費などの社会保障給付のほか、各種
団体などに対して支出する補助金や公営企業会計などに対する繰出金です。

ウ行政サービスの直接の対価として得られた使用料ほどの経常収益は
約99億円で、経常費用の約6%が受益者負担と恋っています。
言いかえれぱ、経常費用の約94%は受益者負担以外の市税恋どの財源で

賄っているということになります。

臨時費用合計

108,288,950

73,786,巧2

16,185,976

18,242,678

74,144

剖

用(C)

2,97フ,474

1,813,294

1,164,180

17フ,608,903

4,354,650

5,544,559

9,899,209

733,537

1
2



(3)純資産変動計算・

貸借対照表の純資産の部(現在までの世代が負担した部分)が1年間でどのように
変動したかを表すものです。

区分

期首純'産残高 524,239,628

読収奪'ー'ー'ー'ー'ー'ー'ー'Tるを,T血%詑
国県等補助金 65,137,524

その他の変動額 603,243

当期純'産変動額 153,414

'肴鳳3ーズ下"、、ー'ー'ー'ー'フ、'Tる§,了'i47を13、

趣ヨ舜:_産璽声二:ニ:ニ:ニ:ニ:Ξ1冱邸コ1玉

Pdnも!

(単位:千円)

ウ

資産形成に結びつか恋い純行政コストは約1680億円ありますが、市税
収入や地方交付税恋どの「税収等」と「国県等補助金」により賄っていま
す。

これは、経常収益で賄えない行政コストを市税など一般財源や国庫支出
金、県補助金により補てんしていることを意味しています。

当期の純資産の変動額は約2億円のマイナスとなっています。これは、
平成30年度決算において、「税収等」力焦勺17億円の減(地方交付税が
大幅に減となったことなどによる)となの、行政コストに充てるための歳
入が減となったことなどによるものです。

その他の変動額として、資産の再調査などにより判明した増加等
を計上しています。



( 4 )
.

金収支計

歳計現金の出入りの情報を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の3つの
区分に分けて表したものです。他の3つの財務書類と異なの、行政活動を資金の
流れからみたもので、現在の公会計と同じ現金主義による財務書類です。

区分
1 業務活動収支

(1)業務支出
(2)業務収入
(3)臨時支出
(4)臨時収入

投資活動収支

(1)投資活動支出
公共施設等整備費支出ア

基金積立金支出イ

その他ウ

(2)投資活動収入
ア国県等補助金収入
イ基金取崩収入
ウその他

3 財務活動収支

(1)財務活動支出
ア地方債支出
イその他
(2)財務活動収入
ア地方債発行収入
イその他

当期収支

(単位:千円)

13,134,580

巧6,424,284

169,119,875

251,763

690,752

11 755,487

24 325,612

14,070,960

2,096,607

8,巧8,045

12,570,125

4,604,998

4,154,238

3,810,889

2,131,316

28,767,753

26,503,152

2,264,601

26,636,437

26,330,575

305,862

7寵,223

《業務活動収支》
人件費や物件費などの支出と税収や手数
料なとの収入といった日常の行政活動に
伴う'金収支です。

期首資金残高 4,064,041

、コミヌ至璽委ニニニニニニニニニエ亘に8Ξ.

《投資活動収支》
公共事業などの支出や基金への積立、水

・下水道事業などへの出資とその財源
となる補助金収入などに伴う資金収支で
す。

PO'nt!

《財務活動収支》
地方債の元金償還と新規発行に伴う収入
など主に借金に係る資金収支です

期末資金残高は約33億円となっており、内訳をみると、投資活動収支
や財務活動収支の不足額を業務活動収支における市税などの一般財源で補
てんしていることがわかのます。具体的には、道路など公共資産の整備や
地方債の償還などに市税などの一般財源を投入しているということになり
ます。

当期現金収支は、約8億円のマイナスとなってい弐す。これは税収等の
減に伴い、業務活動収支が悪化したこと恋どによるものです。

財務活動収支は、臨時財政対策債などの償還額が増加したことにより、
地方債償還支出が地方債発行収入を上回りマイナスとなったもので、
貸借対,系表に負債として計上されている地方債の残額が減したことを
意味します

イ



(5)市民一人あたり財 4表

一般会計等の財務4表を平成30年度末時点の住民基本台帳人口418998人で
割った市民一人あたりの財務4表です。

f壮対照表

1,861
(↑)有形固定'産 1,616

(2)無形固定'産
(3)投'その他の'産 244

流 74
^^^^^^^^^^^^^^^^

___しち倖,f 全__________8
産合計 1,935

債の部

期首純'産残高

の

行コスト△401

トー 1r期条'重残嵩'ー'ー'ー'ー'ー'ー'ー'「7f51
^^^●^^^●^●^■^●^■^^^^^■^^^●^

(単位:千円)

区分
1 業務活動収支
2 投'活動収支
3 財務活動収支

当期収支

期首'金残高

J^

〒コスト
用

1 人にかかるコスト
2 物にかかるコスト

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト
経常用合計

(単位:千円)

625

59

1,251

(単位:千円)

時用
臨時用合計

時収
臨時収益合計
繩耆霞ヨ焚、ドー'ー'ー'ー'f'ー'ー'ー'一血1

(単位:千円)

PQint!

58

」

市民一人あたりの道路や学校などの資産は1935千円、地方債や退職手
当引当金などの負債は684千円です。

市民一人あたりの1年間にかかる行政サービスの費用は424千円、直接
負担した施設使用料恋どの収入は24千円です。
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4 ^

固定資産台帳とは、事業を行うための資産や道路などのインフラ施設等の固定資産

について、その取得から除売却処分に至るまでの情報を管理するための帳簿で、国が
定める統一的な基準に沿って作成しています

長崎市の有形固定資産と無形固定資産の合計は、現在簿価で約67フ7億円となって
おります。

有形固定資産の合計は、取得価額が約1兆3,155億円、減価償却累計額が約6384億
円、現在簿価が約6771億円となっており、その内訳は、事業用資産が約3297億円、
インフラ資産が約3,433億円、物品が約41億円となっています。
また、無形固定資産については現在簿価で計上することとされておの、平成30年度

は約6億円となっています。

会計等の固定資産台

固定資産台帳(H31

種別

331現在)

勘定科自名称

土地

立木竹

建物

工作物

船舶

浮標等

建設仮勘定

事業用産集計

土地(インフラ産)

建物(インフラ産)

工作物(インフラ資産)

建設仮勘定(インフラ産)

インフラ産集計

事業用資産

取得価顎

154,060,950

インフラ産

3,237,442

361,801212

物品

有形固定資産集計

無形固定産ソフトウτア

有形固定'産十無形固定"産

減価却累計額

67.297678

335819

503.986

フ,546,164

594783251

217735,473

Point!

固定資産台帳は、資産の状況を明確化するとともに、公共施設等の維持管理
修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みを算出することや、公共施設等の
総合的かつ計画的な管理に関する方針等の策定に活用していく予定です。

※インフラ資産→道路、河川、漁港、公園などの有形固定資産
事業用資産→インフラ資産以外の有形固定資産(庁舎、公営住宅、学校など)

(単位:千円)

現在簿価

154.060.950

46911988

148374,099

10371,062

330836

135393

536,798,539

3237.442

144,065,739

20385,690

11907,916

265,113.690

707,451616

13243,138

1315,478ρ05

7695,570

356,482,907

4,983

368,593

7546,164

329,669561

364,178,47フ

148374,099

9,124,121

638,416288

2675,492

180,315,632

11,907,916

343273,139

4,119ρ17

67フ,061717

603733

677665,450



5 地方公共団体全体の連財務4表

産の

1 固定'産 1,049,100,362

(1)有形固定'産 979,921,224

(2)無形固定'産 9,196,7四

(3)投その他の'産 59,982,429

産 62,744,686三" ^^^^^^^^^^^^^

___、ち^墾全______習ι8立四2
一厘ミ肝'ーーーーー'1π'πT4ミ砿8
債の

1 固定負債 435,フ72,576

2 流動負債 37,990,985

旦債合,L._ 4乃,763,561
^■^●^■^●^●^■^■^^

1純'.磨g)部 638,081,487
'襲そミ和"産否きr'ー'ー'「!行f,τ屑え1

、

^■^●^■^^^●^●^■^●^●^■^■^■^●^

(単位:千円)

(単位:千円)
分

1 業務活動収支
2 投、活動収支
3 財務活動収支

当期収支

ー^

用

1 人にかかるコスト
2 物にかかるコスト

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト
経常用合計

^

コス

期首'金残高 29,329,249

1璽一^:1ξ声ニニニニニニニニニ埀,ヱ8工西り

収益
1 使用料・手数料
2 その他

経常収益合計
時用

臨時用合計
時収益

(単位:千円)

Poin力!

(単位:千円)

24,852,732

16 531,690
7 867,289

453,753

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

』●^'^'^,^,^'^'^'^当^"^.^.^4^

?6,659,853

61,421,062

195,7韶,029

フ,018,781

290,867,725

'

貸借対照表における資産の規模は一般会計等の約1.4倍となっています。
これは上下水道事業などの公営企業会計でも大きな資産を形成している

だめです。
一方、負債の規模は一般会計等の約1,7倍と恋っています。

これも企業債残高などによるものですが、特に下水道事業における負債の
割合が高いことに起因しています

行政コスト計算書における経常費用は一般会計等の約16倍となってい
ます。

これは国民健康保険事業や介護保険事業の社会保障給付などの移転支出
的なコストが多額にのぼるためです。

一方で経常収益は水道・下水道の料金収入などがあるため一般会計等の
約29倍になっています。なお、国民健康保険税や介護保険料、後期高齢
者医療保険料については、純資産変動計算書の税収等に計上されており、
純行政コストで生じたマイナス分を賄っていることが分かのます

期首純'産残高 634,333,070

繩行政三区IE二:ニ:ニ:ニ:ニ:1:で1三§§二小

ー・,・・・,・1期果重残喬'ー'ー'ー'ー'ー'了'詔%ι「アi87

22,058,860
フ,019,372

29,078,2詑

758,フ78

金額

分

昌

=



6 外郭体等を含めた連結財務4表

産の部
1,059,723,3431 固定資産
994,851,338(1)有形固定'産
10,124,207(2)無形固定資産
弘,747,798(3)投資その他の資産

三.'匡産_________荏,ι1三塑9
1___しち^「亙ニニニニニニ埀,亙:3工西7
一厘吾'肝'ーーーーーー「π尋T3ミ西2
負債の部
1 固定負債

流動負債

旦イ蛤, ^^^^■^■^●^●^●^■^■^●

'純'産の部
買債表'

、 (単位:千円)

448,666,830

41,055,803

489,722,633

643,413,559'

産吾哥一'ー'ー"「!Tli,T飴汽§2

1,135,466

金額

(単位:千円)

区分

当期収支

J^

用

1 人にかかるコスト

2 物にかかるコスト

3 移転支出的なコスト
4 その他のコスト
経常費用合計

収

手数料1 使用料・
2 その他

経常収益合計
時用

臨時費用合計
臨時収益

36,125,謁9期首金残高
172,794比例連結割合変更に伴う差額

唖一、釡ネ1ニニニニニニニニニ筵,Ξ3工亜L

コス 書

(単位:千円)

641,517,812

Point!

(単位:千円)

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

吋^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

81,062

35,5飾,188

69,217,748

270,656,490

10,071,946

謁5,511,372

区分
期首純資産残高

貸借対照表において、第三セクター等10団体のうち仕也独)長崎市立病院
機構は平成29年度決算から単年度収支は黒字化しているものの、負債が
資産を上回る状態となっています。これは、病院建設から本格運営までの
準備期間における収支の赤字分が影響しているものです。

行政コスト計算書における経常費用は地方公共団体全体の約13倍、経常
収益は約15倍となつています。

これは、広域連合方式で運営している後期高齢者医療事業にかかる多額
の移転支出的なコストなどが計上されているためです。

34,833,374

9,443,374

44,276,748

唖行政ヨ三E二:ニ:ニ:ニ:ニ:二ξ玉j三τ〔:小'

ー・',・1
■玉._:重残委:ニ:ニ:ニ:ニ:ニ:工心三!ミ辛白

功て ぞ


